
別記様式

物 品 等 の 名 称 及 び 数 量 令和7年度別府港強震計機器交換

契 約 担 当 官 等 の 氏 名 並
び に そ の 所 属 す る 部 局
の 名 称 及 び 所 在 地

分任支出負担行為担当官
九州地方整備局別府港湾・空港整備事務所長　冨安　真一郎
大分県別府市石垣東１０－３－１５

契 約 締 結 日 令和7年12月9日

極東貿易（株）

東京都千代田区大手町2-2-1

契約金額（消費税及び地方
消費税含む）

4,039,200円

予定価格（消費税及び地方
消費税含む）

4,510,000円

随意契約によることとした
理 由

　本契約は、（独）港湾空港技術研究所と各地方整備局によ
り構築されている港湾地域強震観測網の強震観測用として、
大分県別府市南石垣埋立地緑地に設置している強震計「SMAC-
MDU型」の動作不良に伴う埋設型加速度計「JEP-4B3型」の交
換を行うものである。

　2025年4月18日に発生した大分県中部の地震後、強震計の記
録に異常がみられるようになり、一部機器を交換する必要が
生じた。
埋設型加速度計「JEP-4B3型」（日本システム工業（株）製）
から強震計「SMAC-MDU型」（日本システム工業（株）製）へ
伝達され取得される観測データは、（独）港湾空港技術研究
所の強震計記録再生機（日本システム工業（株）製）で一元
的に解析・分析が行われる。当該再生機と唯一、互換性を有
するのは、強震計「SMAC-MDU型」、埋設型加速度計「JEP-4B3
型」しかなく、当型は、日本システム工業（株）の代理店で
ある極東貿易（株）しか取り扱うことができない。したがっ
て、本業務を遂行できるのは極東貿易株式会社以外にない。

　以上の理由により、会計法第２９条の３第４項に基づき、
極東貿易株式会社と随意契約を行うこととする。

備 考

随意契約結果書

契約の相手方の氏名及び住所


